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1. 背景と目的 

従来の治水対策は一定の成果を挙げたが、近年の

都市水害、超過洪水被害は防止・軽減できず、治水

事業と土地利用政策の連携が求められている。しか

し連携の中心である河川は一施設として位置づけ

られ、その管理者の発言力も限られるため、あまり

捗っていない。 

本研究では、これらの原因をより明らかなものと

するため、治水事業が土地利用政策から切り離され

ている現状へと導いた社会的課題と、それらを規定

する法体系における課題を抽出し、解決に向けた長

期的な流域デザインのあり方について検討する。 

2. 治水事業が現状に至った社会的背景 

明治以降ずっと公共物だった河川内で手に負え

た間は、治水は河川管理者任せになっていた。なぜ

なら、他の土地利用には最優先目的があり、治水の

ための土地利用形態・目的・利権調整は難しいから

である。土地利用関連法(都市計画施行令8条2項・

農地法4条・森林法10条の22項・25条)において、利

用・転換・計画の規定があるにも関わらず、治水事

業のほとんどを河川管理者が行っている現状は、こ

うして導かれた。 

3. 治水事業関連の法体系から問題抽出 

続いて現法体系における治水事業・河川法と他法

律との関係について図1に表して分析した。 

3.1 国土形成計画法1) 治水事業関連の項目は国土

全体の計画の「災害の中の水害、防除・減災」、基

本理念の「安全の確保」、連携関連の項目には「国

内外の連携」がある。治水は重要項目であると同時

に、多くの項目の中の１つである。 

3.2 国土利用計画法1) 第3次国土利用計画の措置概

要の中で「(４)国土の保全と安全性の確保」の項に

治水事業の記載がある。ただし、各地方公共団体に

おいて実行する明確な枠組みは形成されておらず、

土地利用政策と連携した治水対策には浸透性が関

係し単独都道府県での実施は難しい。 

 
図 1 国土利用計画における人の動き 

3.3 都市計画法1) 都市計画区域外は規制できない。

この法律と連携して治水事業を行う場合「洪水危険

の高い地域を規制する当該地完結・浸透性規制で都

市域全体の洪水危険度低減」の2つがあり得るが単

独行政では限界がある。 

3.4 森林法1) 保安林・保安施設地区の指定目的には

「水源涵養・土砂流出防備・土砂崩壊防備・風害、

水害、潮害、干害、雪害又は霧害の防備」と治水事

業と関連するものを含む。河川法では保安林は樹林

帯のみとされている。 

3.5 農業振興地域の整備に関する法律1) 治水との

関連は少ないが、農業振興地域自身が災害の危険に

曝される場合は土地利用に言及できる。農業振興地

域の整備に関する法律と農地法は影響し合ってお

り、災害対策を土地利用政策で行う権限を有する。
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3.6 河川法と治水事業1) 治水計画の中で重要な

河川法も、計画・実施できるのは河川区域・河川

保全区域という一部分であり、費用・利害関係者

もそれに伴い限定される。そのため「河川整備基

本方針作成のスタンスが「防止すべき規模」を「治

水に関する河川の責任範囲」と捉えるよう変わっ

てきている。これを周知させるには、まだ幾つか

のステップも必要である。 

4. 治水事業と土地利用政策の連携の事例分析 

4.1 鶴見川の総合治水対策2) その時々の最良策

を模索してきたのが総合治水対策であり、治水事

業と土地利用政策の連携もこの延長線上にある。

鶴見川は全国に駆けてこの対策を行ってきた。最

も大きな成果は、流域で協議する体質を作ったこ

とである。国と１都１県３市による協議会では、

定期的な進捗確認、詳細なデータ収集、河川と流

域が常に対となる仕組みの形成等により、協議会

が維持された。この仕組みは、住民も参加した鶴

見川流域水マスタープランへと引き継がれ、特定

都市河川浸水被害対策法施行の呼び水となった。 

4.2 高規格堤防総合事業3) 高規格堤防整備事業

は高規格堤防特別区域に土地利用計画が必要で

あるため進捗が遅く、2004 年時点で総延長

872.4km のうち46.9kmしか進んでいない。また、

治水の観点からの優先度が反映されない点、総延

長の６割を占める市街化区域外での整備手法が

確立されていない点も問題である。例えば、農業

振興地域ではその目的以外での土地利用変更は

難しく、その先に広がる市街地にいくら需要が

あっても実現できない。 

5. 考察 

5.1 抽出された問題点 (1)治水事業統括のため

の枠組みの不在：流域単位と行政単位には地理的

不一致があり、細分化された土地利用政策が独立

して動いていることは連携する際の大きな問題

の１つである。現在、治水計画は土地利用政策に

後付けしているが、土地利用決定後の変更は難し

い。都道府県はこの割付の決定前に、総合治水を

行政単位・部署を越えて協議する統括する場が必

要である。 

(2)国土形成計画における情報伝達の仕組みの問

題：総合計画全体の問題として市町村まで国の方

針が伝わりにくい人の動きとなっている。事業担

当である市町村に方針を確実に伝達する工夫が

必要である。 

インセンティブの必要性：複数機関・地方行政

が連携し、不確実性の高い現象に投資するにはイ

ンセンティブが必要である。高規格堤防特別区域

にあたる農業振興地域、上下流行政の洪水予防の

ための開発調整、超過洪水の事前事業等がその例

である。  

5.2 提案 流域協定：治水を統括する仕組として、

治水に関する方針をボトムダウンする場として、

流域協定を提案する。流域内地方公共団体で構成、

各々の治水計画の調整を行う。土地利用決定前段

階にある国土利用計画を法的根拠とすることも

考えられる。 

洪水時流出の排出権取引：インセンティブの一

形態としてCO2 排出権取引のように、洪水時に流

出すると予測される量を予め利害関係者の間で

売買する流出県取引を提案する。基準や取引相手

など、考えるべき問題は多いが、あり得る１つの

方法ではないだろうか。経済中枢地区と上流地域

が1/200 の流出権を、高規格堤防の受益予定者で

ある市街地と農業振興地域が1/100の流出権を売

買するなど、土地利用者のニーズにより必要な場

所・程度の治水事業を行うインセンティブとなる

かもしれない。 

6. 今後の課題 提案の実現可能性を検討する必

要がある。流域協定には森林法における都道府県

間の協定を調査し、流出権取引は、CO2 排出権取

引を参考として、ビジネスとして成り立つかの数

値実験・評価が必要である。 
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